
平成２０年６月５日

伊予銀行
平成１９年度
決算説明会

～海運業は愛媛県を代表する地場産業 ～

「ミシュラン」の旅行ガイドで三ツ星を
取得した道後温泉（写真は道後温泉本館）

～ ～
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Ⅰ．伊予銀行の概況

～ 伊予銀行本店 ～



3

伊予銀行のプロフィール

本店所 在地 愛媛県松山市

創 業 明治１１年３月１５日（第二十九国立銀行）

創 立 昭和１６年９月１日

資 本 金 ２０９億円（発行済株式総数 ３２３，７７５千株）

従 業 員 数 役員　２２人、職員　２，３７７人（臨時を除く）

拠 点 数 国内　１４９か店（出張所７を含む）、海外１か店（香港）

駐在員事務所２か所（ニューヨーク、上海）

外 部 格 付 ＡＡ-（安定的） 　：　格付投資情報センター（Ｒ＆Ｉ）

Ａ-（ポジティブ） ：　スタンダードプアーズ（Ｓ＆Ｐ）

連結自己資本比率（国際統一基準） １１．６４％

連結子会社数 １３社

連結従業員数 職員　（臨時を除く） ２，７７６人

（※平成２０年３月末現在）

～ 創業の地 川之石支店 ～

伊予銀行は

平成２０年３月１５日に

創業１３０周年を迎えました

伊予銀行は

平成２０年３月１５日に

創業１３０周年を迎えました
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愛媛県の主要産業
平成１８年の製造品出荷額等は３．７兆円で四国の４４％を占める製造品出荷額等は３．７兆円で四国の４４％を占める

宇和島地区ではマダイ・ブリ・
ヒラメ等の海面養殖業が盛ん

・海面養殖業生産額
全国１位全国１位

新居浜地区は
住友グループの
企業城下町として

非鉄金属・化学・鉄工・
電機産業が集積

今治地区は世界有数の海事都市

・日本船主の保有外航商船隻数 全国２位全国２位
・国内新造船竣工量 全国２位全国２位

四国中央地区には
製紙・紙加工業が集積

・紙・パルプ産業 生産額
全国２位全国２位

松山地区には小型ボイラ・
削り節のトップ企業が立地

・削り節 生産量 全国１位全国１位

愛媛県は多様な産業構造を形成



5

海外 １か店
駐在員事務所２か所

東海地区 １か店
東京地区 ２か店

伊予銀行の営業基盤（店舗ネットワーク）
瀬戸内圏域＋近畿・名古屋･東京に店舗配置(１３都府県)

古くから瀬戸内に根ざした地銀第１位の広域店舗ネットワーク古くから瀬戸内に根ざした地銀第１位の広域店舗ネットワーク

愛媛県内
118か店

兵庫県

山口県
大阪府

大分県

香川県

福岡県

高知県

徳島県

岡山県

九州地区 ８か店

中国地区 １０か店

Ｍ42 臼杵（大分県）、 Ｔ8 仁方（現：呉 広島県）
Ｓ22 高松（香川県）・高知・大分、 Ｓ25 広島
Ｓ27 大阪、 Ｓ29 東京、 Ｓ33 徳島、
Ｓ38 北九州（福岡県）、Ｓ39 岡山、
Ｓ40 名古屋（愛知県）、Ｓ41 神戸（兵庫県）
Ｓ46 福岡、Ｓ54 徳山（山口県）

県外店舗の主な出店時期

近畿地区 ４か店

瀬戸内圏域に近畿を加えた11府県に

営業展開（地銀で唯一）

愛媛県以外の

四国地区 ７か店

広島県

（店舗数は平成２０年５月３１日現在）
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愛媛の海運・造船業は活況が続く

Ⅱ．平成１９年度
決算の状況

～ ～
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平成１９年度決算のポイント

１．コア業務純益は６年連続で増益６年連続で増益 となり、過去最高益を更新過去最高益を更新

経常利益は、初の３００億円台に初の３００億円台に

２．預金残高・貸出金残高ともに１１年連続で増加１１年連続で増加

４．連結自己資本比率は１１．６４％。Ｔｉｅｒ１比率は９．０５％と初の９％台にＴｉｅｒ１比率は９．０５％と初の９％台に

「基礎的内部格付手法」の承認（中四国初）「基礎的内部格付手法」の承認（中四国初）

５．「サブプライム関連」の直接投資なし

６．２０/３期配当は創業１３０周年記念配当１円を含め８円、

２１/３期は普通配当を８円に

３．有価証券評価益は、株価下落にもかかわらず １，３９８億円と地銀１，３９８億円と地銀
第３位の含み益を保有第３位の含み益を保有
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平成１９年度決算(単体） （単位：百万円）

前年度比 増減率

① 業務粗利益  80,023  82,783 ＋ 2,760 ＋ 3.4%

資金利益  73,121  75,859 ＋ 2,738

役務取引等利益  6,940  6,638 - 302

その他業務利益 △ 39  284 ＋ 323

② （国債等債券関係損益） (△ 546) (△ 509) (＋37)

コア業務粗利益（①-②）  80,569  83,292 ＋ 2,723 ＋ 3.4%

③ 経費（△） 43,846 45,536 ＋ 1,690 ＋ 3.9%

人件費  23,726  24,151 ＋ 425

物件費  17,905  19,056 ＋ 1,151

税金  2,214  2,328 ＋ 114

④ 一般貸倒引当金繰入額（△） △ 4,454  429 ＋ 4,883

⑤ 業務純益（①-③-④）  40,631  36,817 △ 3,814 △ 9.4%

コア業務純益（①-②-③）  36,722  37,755 ＋ 1,033 ＋ 2.8%

⑥ 臨時損益 △ 15,148 △ 6,338 ＋ 8,810

⑦ 不良債権処理額（△）  20,260  6,348 △ 13,912

株式等関係損益  3,793 △ 801 △ 4,594

その他の臨時損益  1,318  811 △ 507

⑧ 経常利益  25,483  30,479 ＋ 4,996 ＋ 19.6%

⑨ 特別損益  1,350 △ 938 △ 2,288

-  782 ＋ 782

-  708 ＋ 708

税引前当期純利益（⑧+⑨）  26,833  29,540 ＋ 2,707

当期純利益  16,533  18,295 ＋ 1,762 ＋ 10.7%

経常収益  102,521  108,335 ＋ 5,814 ＋ 5.7%

１９／３ ２０／３

うち睡眠預金引当金繰入額（△）

うち役員退職慰労引当金繰入額（△）

平成１９年度決算サマリー（Ｐ/Ｌ）
業務粗利益・コア業務粗利益・コア業務純益・経常利益が過去最高益を更新業務粗利益・コア業務粗利益・コア業務純益・経常利益が過去最高益を更新

過去最高益を
更新

過去最高益を
更新

株価低迷により株式等償却が増加するも信用コストの大幅減少により、
経常利益は初の３００億円台に経常利益は初の３００億円台に

○資金利益　･･･　 事業性・個人向けともに貸出金が順調に増加

◇システム投資、店舗関連費用、創業130周年記念事業等により物件費増加

◇人件費も増加

④一般貸倒引当金繰入額（前年度比＋4,883百万円)

　◇429百万円の繰入れ

⑦不良債権処理額（前年度比△13,912百万円)

　◇ランクダウンの減少等

◇株価低迷による株式等償却が前年度比1,086増加

◇株式売却益が前年度比3,509百万円減少

◇「役員退職慰労引当金」、「睡眠預金引当金」を新設

特別損益　･･･　前年度比△2,288百万円

信用コスト(④+⑦）6,777百万円･･･前年度比△9,029百万円

主な増減要因等（前年度比）

 経費　･･･　前年度比＋1,690百万円

 業務粗利益･･･前年度比＋2,760百万円

株式関係損益　･･･　前年度比△4,594百万円
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うち貸出運用益

（注）利回り差は預金等利回りとの差を使用

邦貨資金利益 うち有価証券運用益

（単位：億円）

資金利益 その他

コア業務粗利益 外貨資金利益

実質利益増加（＋２．５）要因･･･外貨預金増加に伴う運用益の増加等

うち預り資産関係手数料

役務取引等利益 うち個人融資関係支払保証･保険料

その他（個人のＡＴＭ等手数料の一部無料化等による）

その他

実質利益増加（＋６．０）要因・・・デリバティブ収益の増加 ＋６．３

　▲１．９

　▲３．３

 ＋５．６

ボリューム要因　＋１８．７

利回り差(注)要因　　▲２．１

ボリューム要因　＋１．８

利回り差(注)要因　　▲５．４

18年度比

 ＋２１．８

 ＋１６．６

　▲ ３．６

・・・外貨資金調達のための為替スワップによる外国為替売買損増加 ▲３．１［その他利益実質増加＋６．０］

・・・為替スワップによる資金調達の影響 ＋３．１［外貨資金利益実質増加 ＋２．５］ ＋２７．２

 ＋２７．４ ･･･ 劣後ﾛｰﾝ返済等による

 ＋２．９

　▲ ３．０

 ＋８．８

　＋２．２

１９年度コア業務粗利益増減要因
資金利益 ･･･ 固定債投資の多い有価証券は資金調達利回り上昇を吸収できず

減益となったものの、貸出運用益増加等でカバーし大幅増益貸出運用益増加等でカバーし大幅増益

役務取引等 ・・・ 金商法施行や金融市場混乱の中でも預り資産関係手数料は増益確保
利益・その他 円高進行等により、デリバティブ収益が増加

収益のベースである

貸出運用益が増加
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平成１９年度決算
＜　単体　＞ （単位：億円）

前年度比 増減率

貸出金  31,078  32,375 ＋ 1,297 ＋ 4.2%

うち事業性貸出金  21,810  22,558 ＋ 748 ＋ 3.4%

うち個人融資  8,130  8,482 ＋ 352 ＋ 4.3%

うち住宅ローン  5,625  5,967 ＋ 342 ＋ 6.1%

有価証券  13,828  13,160 △ 668 △ 4.8%

預金 41,984 42,675 ＋ 691 ＋ 1.6%

うち個人預金  27,581  28,518 ＋ 937 ＋ 3.4%

預り資産  3,476  3,785 ＋ 309 ＋ 8.9%

金融再生法開示債権  1,058  891 △ 167 △ 15.8%

開示不良債権比率 3.29% 2.64% △ 0.65%

有価証券評価損益  2,182  1,398 △ 784 △ 35.9%

（期末日経平均株価） （17,287円） （12,525円） （△4,762円） （△27.5％）

＜　連結　＞

連結自己資本比率 12.54% 11.64% △ 0.90%

（連結Ｔｉｅｒ１比率） 8.13% 9.05% 0.92%

１９／３ ２０／３

平成１９年度決算サマリー（Ｂ/Ｓ）
貸出金は前年度比＋１，２９７億円（＋４．２％）、預金は前年度比＋６９１億円（＋１．６％）と順調に増加

○ 好調な船舶関連融資を中心に事業性

貸出金が堅調に増加

○ 住宅ローンを中心に個人融資が増加

貸出金は前年度比１，２９７億円の増加（＋４.２％）

○ 「創業１３０周年記念感謝定期預金 『いよの

思い』」等による個人預金の増加が全体を牽引

預金は前年度比６９１億円の増加（＋１.６％）

金融再生法開示基準による開示不良債権

比率は２.６４％まで低下

有価証券評価益は１,３９８億円

○ 株価下落にもかかわらず地銀第３位の含み益地銀第３位の含み益

連結自己資本比率 １１.６４％

○ 連結Ｔｉｅｒ１比率は９．０５％と初の９％台連結Ｔｉｅｒ１比率は９．０５％と初の９％台に

「基礎的内部格付手法」で算出

有価証券評価益は、株価下落にもかかわらず１，３９８億円と地銀第３位の含み益を保有

連結Ｔｉｅｒ１比率は９．０５％と初の９％台に連結Ｔｉｅｒ１比率は９．０５％と初の９％台に



11～ ２０年４月 休日営業のインストアブランチ「エミフルＭＡＳＡＫＩ支店」がオープン ～

ⅢⅢ．２００６年度中期経営計画の．２００６年度中期経営計画の
進捗状況と主な戦略進捗状況と主な戦略
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２００６年度中期経営計画目標達成状況

１８／３ １９／３ ２０／３ ２１／３中計目標

（注）ＲＯＥ比率は株主資本から株式等の含み益を除いたベース

6,593先

５４．６％

２．６４％

１１．６４％

８３３億円

３７８億円

１８３億円

６．７１％

２２０億円以上１６５億円

コア業務純益 ３３６億円 ３９０億円以上

７８３億円コア業務粗利益 ８３０億円以上

当期純利益

4兆7,089億円 ５兆円以上

ＲＯＥ比率 ７．９２％ ７．５％以上

4兆7,922億円

１９３億円

２％以下

新規融資事業所開拓先数 10,000先以上

ＯＨＲ比率 ５７．０％ ５５％以下

（2年間で）6,600先 3,435先

総資産残高

連結自己資本比率 １２．１６％ １３％以上１２．５４％

管
理
項
目

基
本
目
標

５４．４％

３．２９％

６．３６％

4兆8,228億円

８０６億円

３６７億円

不良債権比率 ２．４９％

信用コストの上振れで、当期純利益・ＲＯＥ比率は未達であるが、
コア業務粗利益、コア業務純益、ＯＨＲ比率は当初計画以上で推移コア業務粗利益、コア業務純益、ＯＨＲ比率は当初計画以上で推移
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(単位：億円）

１９/３ ２０/３ ２１/３ ２１/３

実績 実績 前年度比 見込み 前年度比 当初計画比 当初計画

コア業務粗利益 806 833 +27 850 +17 +20 830

うち資金利益 731 759 +27 767 +8 +33 734

うち役務等利益 69 66 ▲ 3 75 +9 ▲ 11 86

経 費 438 455 +17 470 +15 +30 440

うち人件費 237 242 +4 248 +6 +13 235

うち物件費 179 191 +12 198 +7 +15 183

コア業務純益 367 378 +10 380 +2 ▲ 10 390

信用コスト 158 68 ▲ 90 75 +7 +35 40

与信費用比率 0.52% 0.21% ▲ 0.31% 0.23% +0.01% +0.11% 0.13%

経常利益 255 305 +50 310 +5 ▲ 40 350

当期純利益 165 183 +18 200 +17 ▲ 20 220

※諸利益は四捨五入で記載

中計最終年度の利益見込み

うち貸出運用益

（注）利回り差は預金等利回りとの差を使用

邦貨資金利益 うち有価証券運用益

（単位：億円） 資金利益 その他

コア業務粗利益 外貨資金利益

うち預り資産関係手数料

役務取引等利益

その他

その他

　＋ １７

　＋ ８ ･･･

ボリューム要因　＋２７

利回り差(注)要因等　▲ ２１

1９年度比 　＋ ９

　＋ ６

　＋ ２
ボリューム要因　＋１０

利回り差(注)要因　▲ ８

　＋ ０

　＋ ９

　＋ １

　＋ ８

　＋ １

　▲ １

・・・横ばいを見込む

・・・ほぼ横ばいを見込む

ほぼ横ばいを見込む

経費・信用コストが増加したものの、コア業務粗利益は中計当初計画を上回って推移する見通しコア業務粗利益は中計当初計画を上回って推移する見通し

当初計画を下回るが、主要利益（コア業務純益・当期純利益等）は過去最高を目指す

75

380

310

200
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200

250
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400

１５/３ １６/３ １７/３ １８/３ １９/３ ２０/３ ２１/３

（億円）

信用コスト コア業務純益 経常利益 当期純利益

２００６年度中計２００６年度中計
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今年度（中計最終年度）における主要戦略

預金・貸出金の増強（ともに１１年連続で増加中）預金・貸出金の増強（ともに１１年連続で増加中）

○○ 個人預金を中心にコアとなる預金を安定的に調達個人預金を中心にコアとなる預金を安定的に調達
○○ 好調な船舶貸出金と新規融資事業所開拓１０，０００先運動を推進し、好調な船舶貸出金と新規融資事業所開拓１０，０００先運動を推進し、
事業性貸出金を増強事業性貸出金を増強

○○ 住宅ローンを中心に個人融資を増強住宅ローンを中心に個人融資を増強

預り資産業務の推進預り資産業務の推進

○○ 非金利収益を強化するために預り資産業務を推進非金利収益を強化するために預り資産業務を推進

営業態勢の強化営業態勢の強化

○○ 瀬戸内圏域に展開する広域店舗ネットワークを充実瀬戸内圏域に展開する広域店舗ネットワークを充実
○○ ビジネスマッチング業務の推進ビジネスマッチング業務の推進
～～ 「情報営業推進室」新設による態勢整備「情報営業推進室」新設による態勢整備 ～～

リスク管理の徹底リスク管理の徹底

○○ 金融庁から承認を受けた「基礎的内部格付手法」により、リスク管理を金融庁から承認を受けた「基礎的内部格付手法」により、リスク管理を
高度化し、「健全性の維持」と「積極的なリスクテイク」を実現高度化し、「健全性の維持」と「積極的なリスクテイク」を実現

○○貸出の増強（地域でのシェアアップ、船舶貸出増強等）に余裕資本を活用貸出の増強（地域でのシェアアップ、船舶貸出増強等）に余裕資本を活用
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20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

9/3 11/3 13/3 15/3 17/3 19/3 21/3

預金等残高

貸出金残高

預貸金ともに11年連続増加

預金・貸出金の増強

団塊世代向け商品の推進や

給振・年金受取口座の増加により

個人を中心にコアとなる預金を増強

預金・貸出金ともに１１年連続で残高増加。預金・貸出金ともに１１年連続で残高増加。２１/３期は１２年連続増加を見込む

収益基盤となる預貸金のボリュームが安定的に成長収益基盤となる預貸金のボリュームが安定的に成長

預貸金残高推移（単体） （単位；億円）

前年度比 増加率 増加率

預金等残高 37,256 38,066 39,545 41,154 41,984 42,675 ＋ 691 ＋ 1.6% 43,400 ＋ 1.7%
うち個人預金 25,744 25,980 26,532 26,668 27,581 28,518 ＋ 937 ＋ 3.4% 29,000 ＋ 1.7%

貸出金残高 27,488 27,896 28,782 30,421 31,078 32,375 ＋ 1,297 ＋ 4.2% 33,200 ＋ 2.5%
うち個人融資 6,449 6,937 7,300 7,771 8,130 8,482 ＋ 352 ＋ 4.3% 9,000 ＋ 6.1%

２１／３２０／３１５／３ １６／３ １７／３ １８／３ １９／３

（20/3期)

（20/3期)

＜預貸金残高推移（単体＞

好調な船舶関連融資の増強や新規

融資事業所10,000先運動を推進

住宅ローンを中心に着実に増加

預 金預 金

事業性貸出金事業性貸出金

個人融資個人融資
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35
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39

愛媛県内60歳以上人口

当行県内年金先数

年金先比率

（千先） （％）

（推計）

（推計）

656 647 646 650 652 650

270 280 286 290 295 299

41.2
43.2

44.3 44.6
45.3

46.0
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400
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15年3月 16年3月 17年3月 18年3月 19年3月 20年3月

38

40

42

44

46

48

愛媛県就業人口(除く一次産業)

当行県内給振先数

比率

（千先）
（％）

（推計）

（推計）

（推計）

（推計）

預金の増強
給振・年金先数の安定的な増加により、預金のコアである個人預金は着実に増加

＜ 愛媛県内60歳以上人口と当行年金先数推移 ＞〈 愛媛県就業人口（除く一次産業）と当行給振先数推移 〉

◇ 個人向け定期預金を発売

○ 「いよの思い」

○ 「えひめ『愛』あるブランド

懸賞付定期預金」

創業１３０周年記念商品（２０/３期）創業１３０周年記念商品（２０/３期）

コアとなる預金を獲得 ～ 給振 ・年金 ～コアとなる預金を獲得 ～ 給振 ・年金 ～

「団塊の世代」向け商品の推進により、退職金運用ニーズに対応

個人預金中心に増加個人預金中心に増加

◇ 退職金専用定期「ハッピーステージ」

◇ 年金型商品 「ゆとり」

◇ 預り資産「いよぎん『幸せパック』

スペシャル」

＜預金平残推移＞

（単位；億円） 　２０/３期（２年目） 　２１/３期（３年目）見込み

前年度比 年間平残 前年度比 中計進捗率 年間平残 前年度比 中計進捗率

総預金等（含むＮＣＤ） 3,500 40,264 ＋ 960 41,664 ＋ 1,400 67.4% 42,899 ＋ 1,235 102.7%

うち個人預金 1,500 27,098 ＋ 370 28,203 ＋ 1,105 98.3% 28,806 ＋ 603 138.5%

うち一般法人預金等（含むＮＣＤ） 2,350 11,308 ＋ 573 11,580 ＋ 272 36.0% 12,158 ＋ 578 60.6%

※海外・オフショア預金除く。

中計(３年間)
増加目標

１９/３期
年間平残

預金・貸出金の増強預金・貸出金の増強

団塊世代向け商品の推進団塊世代向け商品の推進

「クレジットカード事業室」を

新設（平成２０年２月）

カード事業強化カード事業強化
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貸出金の増強

◇ 好調な事業性貸出金が全体を牽引し、中計目標を１２０％達成する見込み

◇ 海上荷動き量は引き続き増加見込み。長年のノウハウ蓄積により船舶関連融資に強み

収益基盤である貸出金が中計を大きく上回るペースで増加中貸出金が中計を大きく上回るペースで増加中

預金・貸出金の増強預金・貸出金の増強

2,444 4,554 6,8822,332
3,366

5,074

1,169

1,922

2,501
7,830

9,435

11,994

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

Ｈ９年 Ｈ１９年 Ｈ２９年

原油

穀物

石炭

鉄鉱石

＜ 海上荷動き量の見通し ＞（10億ﾄﾝﾏｲ
ﾙ）

（データ出所）：2007 Outlook for the Dry-Bulk and Crude-Oil Shipping Markets
（日本郵船調査グループ編）

○ 情報が集まる仕組みを構築

・愛媛船主の６割と取引

・船主とともに好不況を乗り越え、信頼関係を構築
豊富な船舶関連データを保有

○ 船舶関連融資のノウハウを蓄積

○ 各種のストレステストを実施し、リスク管理を徹底

・為替・金利・傭船料等のストレステストを実施

船舶関連融資に対する当行の強み船舶関連融資に対する当行の強み

＜貸出金平残推移＞

（単位：億円） ２０/３期(２年目) ２１/３期(３年目)見込み

前年比 年間平残 前年比 中計進捗率 年間平残 前年比 中計進捗率

総貸出金（国内） 3,000 30,204 ＋ 1,361 31,214 ＋ 1,010 79.0% 32,454 ＋ 1,240 120.4%

一般貸出金 3,000 29,083 ＋ 1,405 30,079 ＋ 996 80.0% 31,224 ＋ 1,145 118.2%

事業性貸出金 1,500 21,354 ＋ 910 22,062 ＋ 708 107.9% 22,829 ＋ 767 159.0%

うち愛媛県内 350 10,984 ＋ 239 11,213 ＋ 229 133.7% 11,519 ＋ 306 221.1%

個人融資 1,500 7,729 ＋ 495 8,017 ＋ 288 52.2% 8,395 ＋ 378 77.4%

2,700 24,113 ＋ 1,111 24,826 ＋ 713 67.6% 25,748 ＋ 922 101.7%

- 3,221 ＋ 368 3,510 ＋ 288 - 3,746 ＋ 237 -　※船舶貸出金

中計(３年間)
増加目標

１９/３期
年間平残

　瀬戸内圏域

※船舶貸出金は、海運および造船等の合計
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1,019
2,030

2,962647

1,405

2,077

6,000

3,829

4,000

2,764

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

１８/９ １９/３ １９/９ ２０/３ ２１/３

（先数）

県外

県内

「新規融資事業所開拓先数」の推移「新規融資事業所開拓先数」の推移

新規融資事業所開拓｢１０,０００先｣運動の推進

２１２１//３３ までの３年間でまでの３年間で「１０「１０,,０００先」０００先」開拓に向けて順調に増加中開拓に向けて順調に増加中

6,593先6,593先

10,000先へ10,000先へ

２年間が経過した２０/３期までに約６，６００先を開拓し、取引先が順調に増加

２年間の開拓先６,５９３先のうち

４,７２２先が取引継続しており、

２０/３の残高は１,９０５億円

新規開拓先は残高増加に寄与新規開拓先は残高増加に寄与

２１２１//３期までの３年間で「１０，０００先」の取引先を開拓３期までの３年間で「１０，０００先」の取引先を開拓

預金・貸出金の増強預金・貸出金の増強

◇ 愛媛県内企業調査を継続実施
・ 当行と融資取引のない企業を調査

◇ 事業所ニーズ検討会を継続実施
・ 企業の実態把握と将来予測

・ 真のニーズ把握と問題解決の提案

継続的なニーズ把握のために継続的なニーズ把握のために
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9,000
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8,130
7,7717,300

6,937

4,253
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25.525.424.9
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10.0

14.0

18.0

22.0

26.0

（％）

＜個人融資・住宅ローン残高、個人融資比率推移＞

個人融資比率

個人融資残高

住宅ローン残高

住宅ローン
中心に増強安定して増加安定して増加

個人融資の増強

個人融資の軸となる住宅ローンは安定して増加安定して増加

商品ラインナップや営業態勢の充実により残高を増強

商品ラインナップ商品ラインナップ

◇ 事前審査申込制度、翌日回答が可能な
スピード対応

クイックレスポンスクイックレスポンス

○ 登記・引越等諸費用もカバーする

「まるごと住宅ローンワイド」中心に推進

○ 新規案件には１５～３５年まで５年単位で

金利設定が可能な固定金利商品

○ ハウスメーカーとの提携住宅ローン取扱い

住宅ローン推進のポイント住宅ローン推進のポイント

預金・貸出金の増強預金・貸出金の増強

アパート・ビルローンの推進アパート・ビルローンの推進

○ アパート・ビルローン総点検運動の実施

◇ 平成２０年５月に、地銀５４行とともに
「地銀住宅ローン共同研究会」を設立

商品の共同開発商品の共同開発
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預り資産業務の推進

販売態勢を強化し、２１/３期の預り資産残高は、５，０００億円を目指す

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

15/3 16/3 17/3 18/3 19/3 20/3 21/3

投資信託
個人年金保険等
国債

0

1,000

2,000

3,000

4,000

15/3 16/3 17/3 18/3 19/3 20/3 21/3

投資信託
個人年金保険等

国債

＜預り資産残高推移＞ ＜預り資産収益推移＞

タイムリーな商品投入や投資セミナーの実施等により販売を強化

個人預り資産対個人預金比率は近隣他行と比べて低く、販売余地はまだ十分に

＜個人預り資産対個人預金比率＞

＜参考＞近隣他行の比率

（個人預り資産対個人預金比率）

高い銀行：約 25％

平均値 ：約 20％

比率の向上に

取り組む

預り資産推移 （単位：億円）

１９/９ 前年度比 増加率 前年度比

457 905 1,602 2,678 3,476 3,885 3,785 ＋ 309 ＋ 8.9% 5,000 ＋ 1,215

投資信託 34 106 280 1,050 1,550 1,873 1,666 ＋ 116 ＋ 7.5% 2,200 ＋ 534

保  険 74 198 362 413 463 478 515 ＋ 52 ＋ 11.2% 600 ＋ 85

国  債 348 600 958 1,214 1,462 1,533 1,603 ＋ 141 ＋ 9.6% 2,200 ＋ 597

（単位：百万円）

預り資産収益 129 447 962 2,007 2,725 1,790 2,949 ＋ 224 ＋ 8.2% 3,700 ＋ 751

預り資産残高

１９/３ ２０/３
２１/３
見込み

１５/３ １６/３ １７/３ １８/３ 全　体 12.3%
うち愛媛県内 12.5%

個人預り資産対個人預金比率
　=個人預り資産÷個人預金×100
※個人預り資産：国債、投資信託、保険

（億円）
（百万円）
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店舗戦略

中四国最大の大型商業施設内にインストアブランチ「エミフルＭＡＳＡＫＩ

支店」を平成２０年４月にオープン （平日１９：００、休日１８：００まで営業）

○ 中小企業を中心とした法人取引特化型店舗

瀬戸内圏域を補完する大阪南部に新規出店

～ 大阪は３店舗に。愛媛県外店舗としては１４年振りの新設 ～

県外店舗として堺支店を出店（平成２０年９月予定）

県内店舗の機能充実

松山市中心部の「湊町支店」は、平成１９年１０月から休日営業を実施

個人ローン受付チャネルの核となる「ローンプラザ松山支店」の

営業時間を平日・休日ともに延長予定

店舗機能の

充実により

顧客利便性の

さらなる

向上を図る

瀬戸内圏域に展開する
広域店舗ネットワークの
さらなる拡充により
強固な営業基盤を構築

広い駐車場・セミナールーム・相談専用ブース等の機能を拡充した

店舗に建替え

瀬戸内圏域を中心に展開する広域店舗ネットワークをさらに充実瀬戸内圏域を中心に展開する広域店舗ネットワークをさらに充実

平成１９年１１月に全営業店に市況情報配信システムを設置し、マーケット

情報等をタイムリーに提供できる態勢を整備

営業態勢の強化営業態勢の強化

○平成１９年度は「中萩支店」・「土居支店」を移転新築

○平成２０年７月には「森松支店」を予定。２０～２１年度で５か店程度を建替予定
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ビジネスマッチング業務ビジネスマッチング業務

ビジネスマッチング業務の推進

「情報営業推進室」を新設し、ビジネスマッチング業務を主体的にコーディネート「情報営業推進室」を新設し、ビジネスマッチング業務を主体的にコーディネート

国内・国外の商談会開催により地元企業のビジネスチャンス拡大をサポート

「情報営業推進室」を新設（２０年４月）「情報営業推進室」を新設（２０年４月）

◇ 医療介護、Ｍ＆Ａ、事業承継、

経営相談、４０１Ｋ、信託等の

専門的な業務を本部渉外が直接担当専門的な業務を本部渉外が直接担当

◇ 営業エリアを６つに区分し、営業エリアを６つに区分し、

各スタッフが地区別に担当各スタッフが地区別に担当

商談会を開催 ～２０年度の予定 ～商談会を開催 ～２０年度の予定 ～

○ ２０年６月に地方銀行１７行合同で第２回｢香港･華南地区日系企業ビジネス交流会｣を開催

○ ２０年７月に地方銀行１２行合同で、第２回「全国地銀合同商談会ｉｎ上海」を開催

○ 秋に「いよぎん広州交易会商談ミッション」を派遣

○ 「食」をテーマにした商談会を開催（２０年１０月に松山、１１月に東京で予定）

◇ 広域店舗網を活用した情報の受発信

◇ １９年度の実績

○ 行内ＬＡＮによるビジネスマッチング

情報 を１，５９３件登録し、２３５件が成約

○ 商談会を開催し、２０２件の商談が設立

（国内１９７件、海外５件）

問題解決型営業の推進によって顧客とのリレーションをさらに深め、預貸金等の取引を強化問題解決型営業の推進によって顧客とのリレーションをさらに深め、預貸金等の取引を強化

営業態勢の強化営業態勢の強化
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「基礎的内部格付手法」により信用リスク管理を高度化

「健全性の維持」と「積極的なリスクテイク」を両立し、顧客ニーズに対応「健全性の維持」と「積極的なリスクテイク」を両立し、顧客ニーズに対応

信用リスク管理の高度化を実現

信用リスク管理の高度化（バーゼルⅡ）

「健全性の維持」と

「積極的なリスクテイク」を両立

多様化・高度化する金融ニーズに多様化・高度化する金融ニーズに

これまで以上に積極的に対応これまで以上に積極的に対応

リスク管理の徹底リスク管理の徹底

○平成２０年３月末実績（連結） (単位；億円，％)

ﾘｽｸｱｾｯﾄ ﾘｽｸｳｪｲﾄ ﾘｽｸｱｾｯﾄ ﾘｽｸｳｪｲﾄ

１格～４格 4,196 46.1

５格～６格 3,469 108.4

７格～８格 1,348 137.1

合計 9,013 67.8

１格～４格 1,102 39.6

５格～６格 3,345 82.3

７格～８格 2,077 99.3

合計 6,523 73.0

住宅ローン 6,162 2,277 37.0 3,365 54.6

20,031 44.8 24,990 55.9

7 ,639 117.4 4,830 74.3

27,670 54.1 29,819 58.2

標準的手法

11,137 83.8

7,195 80.5

基礎的内部格付手法

8.599.05

貸出金・債券等

株式・ファンド他

総計(信用ﾘｽｸ･ｱｾｯﾄ)

Ｔｉｅｒ１比率

11.58自己資本比率 11.64

事業法人
(売上高

50億円以上)

向け

中小企業
（売上高50億

円未満）

向け

与信残高

13,292

8,937
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0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

自己資本 リミット リスク量 リミット リスク量

［全リスク］ ［除く株式リスク］

(3,238億円) (3,080億円) (1,985億円) (1,880億円) (1,281億円)

Tier1

2,500

Tier2等

737

市場ﾘｽｸ
2,400

信用ﾘｽｸ
550

ｵﾍﾟﾘｽｸ
130

419

1,438

127

未利用枠
1,094

信用ﾘｽｸ
550

市場ﾘｽｸ
（除く株式）
1,200

ｵﾍﾟﾘｽｸ
130

419

734

127

未利用枠
598

統合リスク管理の状況
統合リスク管理方法変更（リスク管理高度化のための市場リスク管理システム稼働）

リスク管理の高度化によってリスクテイク能力向上を図る

○自己資本の状況、リスク特性、戦略等を考慮しリスクリミット設定

○ 株式を含む全体のリスクリミット設定においては株式評価益を考慮するが、「株式リスクを除くリスク量｣が

Ｔｉｅｒ1の範囲に収まるようにリスク運営を実施

○貸出の増強（地域でのシェアアップ、船舶貸出増強等）に余裕資本を活用
○有価証券ポートフォリオのリスク・リターンを最適化するためのリスクテイク（コモデティ、エマージング等）

＜ 統合リスク管理（２０/上期初） ＞

○オペレーショナルリスク

・バーゼルⅡ基礎的手法により算出

○市場リスク（保有期間１年，99.9%）

・異なるリスク間の相関考慮

・コア預金･･･流動性預金の50%

・株式ＶａＲ･･･政策株式を含む

（評価損益ネッティング方式から変
更）

○信用リスク（保有期間１年，99.9%）

・事業性貸出等･･･モンテカルロ法

・個人ローン･･･解析的手法

リスク管理の徹底リスク管理の徹底
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本資料における、将来の業績につきましては、発表時において入手可能な情報
および将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る仮定を前提としております。
将来の業績は、経営環境の変化等により異なる可能性があることにご留意ください。

＜本件に関する照会先＞

伊予銀行 総合企画部 松浦

ＴＥＬ：089-941-1141

ＦＡＸ：089-946-9104

Ｅ－Ｍａｉｌ：iyo010@iyobank.co.jp


